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静岡県環境衛生科学研究所

環境と保健衛生の科学的・技術的中核機関と
して、静岡県の環境と県民の健康を守るため
の調査研究、試験検査、常時監視・測定など
の業務に取り組むとともに、その成果・結果
を広く情報発信しています。

• 環境科学部
• 大気水質部
• 微生物部
• 医薬食品部
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環境科学部の取組

化学物質環境調査（未規制）

プラスチック汚染の解明と対策
・マイクロプラスチック調査
・海洋生分解性プラスチック評価手法開発

水循環解明と地下水熱利用の普及

気候変動適応センター

生物多様性に関する調査研究
・外来種問題
・環境DNA
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静岡県気候変動適応センター

• 設置年月日：平成31(2019)年3月22日
（県適応計画策定とともにセンター機能確保）

• 設置機関：静岡県環境衛生科学研究所

（主に環境科学部が担う）

• 構成人員：主担当は１名

（調査研究活動は他部員（６人）と分担）

• 予算：県環境政策課が充当

（センター運営費＋調査研究活動（２本））
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これまでの取組
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H27 H28 H29 H30 H31・R1 R2 R3 R4 R5

県
庁

公設試の
調査研究
実態把握

庁内研究
会実施

温対推進
本部内に
適応部会
設置

適応計画
策定

H31.3.22

以降、
啓発活動

研
究
所

毎年庁内進捗確認 （R7見直し予定）

調査
研究 長野県視察

気候変動影響モニタリング（高山帯）

Ⅰ型研究 適応型研究

国民参加事業

適応センター
発足

H31.3.22

適応型研究

NewsLetter
発行

・適応ビジネス
・イベント出展

支 援 支 援 支 援

情報収集・分析
・整理・提供

・農林水産業ヒア
・ワークショップ開催

暑熱環境調査

気候変動適応関東広域協議会参画

①

②

③

④



219の文献等を基に、県内で確認されている影響を記載
県が実施する78件の施策を記載

本県における主な気候変動の影響と適応策
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 気候変動の影響による将来の被害を可能な限り軽減し環境・
経済・社会の持続的向上を図る。

 （今世紀末までの長期的展望を意識しつつ）2030年度まで
の施策の基本的な方向性

目的・期間

県民・事業者の
適応取組事例

適応の推進体制
環境衛生科学研
究所内にセンター
機能確保

①静岡県の気候変動影響と適応取組方針



②環境省国民参加事業に参画（R1～R3）

県の農業・林業・畜産関連の公設試との連携

農林水産業の生産者（16団体）に個別ヒアリングを実施

 「教科書的」な影響以外
にも地域資源を活用した
適応策について聞くこと
ができた。
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情報収集・分析・整理



市民ワークショップ開催
県温防センターと協働

 R1に実施したWSやアンケ
ートにより収集した240件
の情報のうち、50件をもと
にカードゲーム作製

 R4からはカードの
貸出開始

 R5は県内2大学で
授業に活用してい
ただいている。
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情報収集・分析・整理・提供



 熱中症予防・暑熱対策を念頭に、
静岡市・浜松市の小中学校に温湿
度センサーを設置・計測

温湿度データ多地点一括回収

LPWA（Low Power Wide Area：WiFiやBluetoothよりも長距離（数km）の
範囲をカバーできる無線通信技術）を活用したデータ回収システム構築

温湿度センサー

Webマップやパトランプ
による視覚的な情報提供

R2～適応型共同研究

気候変動による暑熱・

健康等への影響に関す

る研究
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調査研究



R2～適応型共同研究

気候変動影響検出を

目的としたモニタリ

ング体制の構築

 茶臼岳、上河内岳を望む
定点カメラを設置し、南
アルプス（静岡県側）の
積雪、植生状況を継続的
に観測

H29～国環研Ⅰ型共同研究：

定点カメラによるライチョウ

の生息環境モニタリング手法

の開発（長野県・静岡県）

南アルプス荒川岳丸山道標からの
撮影画像（2021） 10

調査研究

③気候変動影響モニタリング（高山帯）



NewsLetter 訪問企業 内容

創刊号（6月） （株）丸源竹内組 窓の遮熱塗装

第2号（10月） （有）ぬくもり工房 遠州綿紬（素材開発・日傘等）

第3号（2月） （株）浜松パルス 貯蔵ミカンの腐敗低減装置開発

センターHP
にて公開

 窓に遮熱塗装
を施工した小
学校で温度計
測実施
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情報提供

調査研究

④適応ニュースレター発行（R5～）



５年間のセンター運営を通じて

地環研として特に分析業務の外部委託が増
えてきた中で、法的根拠のある気候変動適
応業務に従事する意義は大きい。

環境省国民参加事業に参画することで、予
算確保以外にも情報収集業務をスムーズに
実施することができ、以降のセンター活動
の「プラットフォーム」となった。

国環研や地域適応センターとの情報交換や
共同研究、技術的援助により対応能力が向
上し、業務の幅が広がった。
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今後に向けての課題

人員不足・国民参加事業後の予算不足

→限られたマンパワーの中で、予算が少ない業務
は必然的に人員減となる。環境観測体制は整え
たものの機器の更新も難しい状況。

調査研究成果を地域適応計画に結び付けら
れていない。

→ローカルな観測データは市町の適応策に役立て
るべきものだが、現在のところ普及啓発にしか
活用できていない。市町のニーズに沿った研究
を実施できるような仕組みが必要。
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以下、参考

「静岡県の気候変動影響と適応取組方針」に
掲載された主な施策
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ご清聴ありがとうございました。



県が実施する主な適応策（農林水産業）県が実施する主な適応策（農林水産業）

項目 主な影響 主な適応策

水稲
・品質低下
（白未熟粒等発生、一等米比率低下）

・高温耐性品種「にこまる」
「きぬむすめ」「にじのきらめき」 普及

野菜 ・ワサビの株の腐敗 ・高温・渇水耐性を持つ品種の開発・普及

果樹

・ウンシュウミカン浮き皮の発生
・品質・貯蔵性低下

・高温耐性品種の開発・普及
・長期貯蔵技術の開発・普及

茶
・干ばつによる葉枯れ等で翌年一番茶が

減収した事例あり
・茶芽生育、一番茶の萌芽期・摘採期早

まり

・夏の異常高温・干ばつ対策としてかん水
技術の普及

・春の遅霜対策として防霜技術の普及

水産業
(養殖等)

・藻場の構成種の変化
・暖海性の植草性魚類から

の海藻への食害により、
サザエ・アワビ等の生育に
影響

・藻場造成の支援
・植草性魚類や雑藻駆除の

支援

(21世紀末の栽培適地予測)RCP8.5 （開発中の貯蔵性が高い
超晩生温州みかん系統）

(海藻に群がるアイゴ)

（LED光や紫外光を活用した
貯蔵性向上技術 ）

(カジメ幼体の設置)

(浮き皮が発生した温州みかん)
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県が実施する主な適応策（水環境・自然生態系）県が実施する主な適応策（水環境・自然生態系）

分野 主な影響 主な適応策

水環境

・水質の悪化、アオコ発生の増加
・年降水量の変動幅増大と渇水発生

・水質監視と汚濁原因究明
・水資源確保に向けた利水関係者との調整
・県民に対する水資源の大切さについての

各種啓発活動や広報活動の実施
・森林整備・保全による水源かん養機能向

上
・地下水の適正利用の推進
・水資源に関するデータの収集・整理・分

析

自然生
態系

・高山植物の衰退や希
少種の個体数減少

・ニホンジカ・イノシシ
の分布拡大による農
林産物や自然植生へ
の影響

・ウミガメ産卵環境の悪化

・有害鳥獣による食
害等被害防止対策、
高標高域における
気象モニタリング

・個体数調整や狩猟
規制の緩和

・アカウミガメ産卵地における巡視や卵の
保護、海岸のクリーン作戦実施

(富士山への維管束植物の侵入)
(南アルプスでの防護柵設置)
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分野 主な影響 主な適応策

自然
災害

・局地的豪雨等に
よる浸水被害、
土砂災害等の発
生リスク増加

・海面水位上昇に
よる高潮の発生

・貯留・排水強化や危機管理型水位計等
を組み合わせた総合的治水対策

・施設整備・危険箇所の周知等による総
合的土砂災害対策 等

・浸水想定区域図の作成、ハザードマッ
プや避難勧告発令の判断基準などの情
報の適切な提供 等

健康

・熱中症リスク
増加

・デング熱等を媒
介するヒトスジ
シマカの分布域
拡大

・芝生緑化活動促進、熱中症予防のため
の注意喚起、学校での早期の空調整備
市街地における温湿度データの収集

・ヒトスジシマカの生息状況・ウイルス
保有調査の実施

経済
活動
・

県民
生活

・電力需給のピークの先鋭化（冷房ピーク
負荷の増加、暖房ピークの減少）

・ヒートアイランドの進行

・IoT技術による多数の分散型エネルギー
源と需要家の電力利用を遠隔で統合・
制御（地産地消型バーチャルパワープ
ラントの構築）

・省エネ機器、地中熱・地下水熱交換シ
ステムなどの普及啓発

・クールシェアの取組促進

県が実施する主な適応策（自然災害・健康・経済活動等）県が実施する主な適応策（自然災害・健康・経済活動等）
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